Ⅳ錯誤

錯誤：表意者が勘違いして相手方に真意と異なる意思表示をすること。この場合その「錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要」であるときは表意者はこれを取り消すことができるとした（民法９５条１項）。
　　　
１錯誤の分類

①　表示の錯誤；１００ドルと書かくべきところを１００円と誤記したり、３年というべき
ところを２年といったりしたというような表示を誤った錯誤。

2 内容の錯誤：１００ドルを１００円である誤解したり、土地を買う場合に建築制限がな
いと思っていたのにそれがあったというように法律行為の内容について
の錯誤。

保証責務請求事件（最判平成２８年１月１２日）
＜事案＞
信用保証協会と金融機関との間で保証契約が締結され融資が実行された後に主債務者が反社会的勢力であると判明し、信用保証協会の保証契約の意思表示に要素の錯誤がないとされた事案。
＜争点＞
上記の場合契約を無効にすることはできるか。
＜判旨＞
[bookmark: _GoBack]１　上記保証契約の当事者が上記の場合が生じ得ることを想定でき，その場合に信用保証協会が保証債務を履行しない旨をあらかじめ定めるなどの対応を採ることも可能であったにもかかわらず，上記当事者間の信用保証に関する基本契約及び上記保証契約等にその場合の取扱いについての定めが置かれていないなどの事情の下では，主債務者が反社会的勢力でないことという信用保証協会の動機は，黙示的に表示されていたとしても，上記保証契約の内容となっていたとは認められない（＝意思表示の錯誤はない）
２　金融機関が，主債務者が反社会的勢力であるか否かについて相当な調査をすべきであるという信用保証協会との間の信用保証に関する基本契約上の付随義務に違反して，その結果，反社会的勢力を主債務者とする融資について保証契約が締結された場合には，上記基本契約に定められた保証債務の免責条項にいう金融機関が｢保証契約に違反したとき｣に当たる。→破棄差戻


3 動機の錯誤：駅ができると思って周辺の土地を購入したができなかったときのように意
思表示をする場合における意思に形成過程に錯誤があること。「意思表示の
動機に錯誤があつても、その動機が相手方に表示されなかつたときは、法律
行為の要素に錯誤があつたものとはいえない」（「最判昭２９年１１月２
６日　売買代金返還請求」）

売買代金返還請求（最判昭和２９年１１月２６日）
＜事案＞
借家人が立ち退くことを信じて家屋を買ったところ立ち退かなかった。
＜争点＞
この場合の動機の錯誤は民法９５条を適用し無効を主張することができるか。
＜判旨＞
意思表示の動機に錯誤があっても、その動機が相手方に表示されてなかったときは法律行為の要素に錯誤があったものとはいえない→棄却

２錯誤の要件

（１）要素の錯誤―厳格な要件
要素とは重要部分という意味で、要素の錯誤とは意思表示の内容のうちもしその錯誤がなかったならば表意者本人のみならず通常人もそのような意思表示をしなかったであろうと考えられるほどに重要な部分における錯誤。

（２）表意者に重大な過失がないこと―厳格な要件
表意者に重大な過失があったときは表意者は自らその無効を主張することができない（民
法９５条但書）

（３）予見可能性の要否
表意者が錯誤に陥っていることを相手方が知り、または知りうるべきことを要する。反対に
善意・無過失の相手方に対しては錯誤の主張ができない。

上記①・②の場合
・要素の錯誤がある→無効
・表意者に重大な過失がある→有効

上記③の場合
・動機が相手に伝わっている→無効

※表意者に重大な過失がある場合でも「相手方に悪意または重過失があるとき（１）」、「共
通錯誤の場合（２）」は無効を主張することができる。

（1） A（錯誤、重過失）　　→　　B（重過失悪意）　・・・無効の主張〇

（2） A（錯誤、重過失）　　→　　B（錯誤）　　　　・・・無効の主張〇

３錯誤の効果

（１）無効
（a）無効の主張：意思表示は法律行為の要素に錯誤があった際には無効とする。ただし、表意者に重大な過失があったときは表意者は自らその無効を主張することはできない。

（b）無効の追認：錯誤による無効の追認は認められるかが問題となるが学説上は追認肯定説が有力視されている。

（c）一部無効：錯誤の無効につき、一部無効が認められている。

（２）相手方・第三者による無効の主張

（a） 錯誤者に重大な過失がある場合：
錯誤者に重大な過失があって錯誤者自身が無効を主張することができない場合には相手方または第三者も無効を主張することができない。

（b） 錯誤者自身が無効を主張する意思がない場合：
錯誤者に重大な過失がなく、錯誤者自身が無効を主張することができるときであっても錯誤者自身が無効を主張する意思がない場合は原則として相手方・第三者は無効を主張することができない。

（c） 第三者の無効主張が許される場合：
第三者が表意者に対する債権を保全する必要があるとき表意者が意思表示の瑕疵を認めているときは表意者自身が無効を主張する意思がなくても第三者は無効を主張することができる。

（３）善意の第三者に対する無効の主張

→９６条３項類推適用否定説；詐欺における善意の第三者を保護する規定（９６条３項）に相当する定めがないことを理由に錯誤者は善意の第三者に対して無効を主張することができ、この場合に９６条３項の類推適用も認められないとする。

（４）錯誤者の損害賠償義務の有無

日本民法には規定がないので錯誤者は損害賠償義務を負うことはないが、不法行為（民７０９条）の要件を具えた場合や錯誤者にいわゆる契約締結上の過失がある場合には錯誤者の損害賠償義務が生じる。




　
